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改定にあたって 

本町は、将来にわたって安定的に事業を継続していくことを目指し、平成 29 年 3月

に「八百津町公共下水道事業経営戦略」を策定しました。 

その後の経営環境の変化を踏まえ、改めて収支の推計等を行い、経営戦略を改定する

こととしたものです。 
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第 1章 経営戦略策定の背景 

１．経営戦略の基本的考え方 

経営戦略は、公営企業が将来にわたって安定的に事業を継続していくための中長期

的な経営の基本計画です。 

具体的には、現状分析と事業環境の見通しをもとに、「投資計画」「財政計画」を

策定し、これらの計画が「収支均衡」し、事業として持続可能なものであるかを確認

します。 

本町は平成 29 年 3 月に「八百津町公共下水道事業経営戦略」を策定し、地方公営

企業法の適用後、令和 2 年度に改定しました。前回改定から 3 年が経過し、有収水

量の減少や物価高騰などにより計画と実績に一部乖離が生じており、事業環境はさら

に厳しさを増しています。今回の改定は、経営環境の変化を踏まえ、現状把握、課題

分析及び将来予測を再検証し、より実効性のある計画にするため見直しを行うもので

す。 

 

２．「投資・財政計画」の策定 

（１）「投資計画」の策定 

投資計画は、将来にわたって安定的に事業を継続していくために必要となる施設・

設備に関する投資の見通しを試算した計画です。具体的には、将来の汚水処理ニーズ

の予測から、将来的に必要な施設・設備を把握し、それらを更新・維持管理していく

計画を立案します。 

 

（２）「財政計画」の策定 

財政計画は、投資計画等の支出を賄うための財源の見通しを試算した計画です。具

体的には、使用料収入、企業債、繰入金等の収入の見通しを試算し、どの程度の財源

を確保できるかを試算します。まず、使用料収入については、第３章 3 のとおり見通

しを立てました。次に、企業債については、世代間負担の公平や財政健全化の視点を

加味し、検討します。また繰入金は、繰出基準に基づいて必要額を算出し、町財政担

当課と調整した出資額等を計上します。 
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（３）「収支均衡」の確認 

経営戦略における収支均衡とは、計画期間内で当年度純損益が黒字となることを

指します。経営戦略では、公営企業としてのサービスの提供を安定的に継続するため

に必要な施設・設備に対する投資を、投資計画において適切に見込んだうえで収支均

衡し、これを安定的に維持できるような計画を策定することが求められています。 

なお、計画期間内に当年度純損益が赤字となる場合、この赤字を「収支ギャップ」

といい、経営戦略においてはこの収支ギャップの解消のための取り組みが必要とな

ります。 

 

（４）計画策定後のモニタリング 

経営戦略は、策定したことがゴールではなく、その進捗管理（モニタリング）を行

い、PDCA サイクル（Plan, Do, Check, Action）を働かせることが必要です。 

また、変化する社会情勢を踏まえ、経営戦略における投資計画・財政計画と実績の

乖離を検証するだけでなく、収支ギャップの解消に向けた取り組み等が適切に行わ

れているかを検証し、必要に応じて経営戦略の見直しを行います。 

 

３．計画期間 

八百津町においては、当初の経営戦略を計画期間 10 年間（平成 29 年度から令和

8 年度まで）で策定しました。その後、法適用後の令和２年度に改定しております。 

次回、令和８年度に改定を行う予定でしたが、岐阜県の上位計画が変更されたこと

を受け、前倒しをして改定を行うこととしました。 

今回の改定では、経過年度の実績を踏まえ、今後 10 年間の計画を検討することか

ら、令和 7年度から令和 16 年度までを計画期間としています。 
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第２章 八百津町公共下水道事業の概要 

１．施設の概要 

供用開始年度 

（供用開始後

年数） 

平成 9年 4月 1 日 

法適 

（全部適用・

一部適用） 

非適の区分 

法適用 

（平成 31 年 3 月までは法非

適用。平成 31 年 4 月から地

方公営企業法の全部を適用） 

処理区域内 

人口密度 
2150.52 人/㎢ 

流域下水道等

への 

接続の有無 

有（木曽川右岸流域下水道） 

処理区数 1 区 処理場数 無 

広域化・共同化・最適化 

実施状況 
無 

 

２．使用料の概要 

一般家庭用使用料体

系の概要・考え方 

常時安定した汚水処理を行うために、一般会計繰入金等を踏ま

え、固定費と変動費の回収をできる限り受益者負担により回収で

きるよう、基本料金と逓増型従量料金を組み合わせた料金制を採

用しています。 

 

基本料金（10㎥ まで）   1,450 円 

従量料金（1㎥ につき） 

11㎥ から 20㎥ まで    145円 

21㎥ から 50㎥ まで    160円 

51㎥ 以上         184 円  

業務用使用料体系の

概要・考え方 
一般家庭用と区別していません。 
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その他の使用料体系

の概要・考え方 
一般家庭用と区別していません。 

条例上の使用料 

（２０㎥ あたり） 

令和３年度 2,900 円 

令和４年度 2,900 円 

令和５年度 2,900 円 

実質的な使用料 

（２０㎥ あたり） 

令和３年度 2,913 円 

令和４年度 2,919 円 

令和５年度 2,924 円 

 

※ 実質的な使用料は、使用料収入の合計を実際の有収水量合計で除し、20㎥当たりに換

算したものであり、税抜金額に置きなおしています。 

※ 井戸水を併用している場合 

・一般家庭の場合、水道使用水量と、世帯人数から推定した使用水量を比較し、いずれ

か多い方の水量で算定しています。 

・事業所の場合、汚水メーターや井戸メーターが設置されているところは使用水量で算

定しています。 
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３．現在の職員数、組織図 

 

  【給与費体系】  

・水道事業会計  ７名  課長、工務係(水道)係長、工務係(水道)主事、業務係 主査、 

業務係 主任、会計年度任用職員２名 

・下水道事業会計 １名 工務係(下水道)主事補      

・一般会計       ５名 課長補佐、業務係 係長、工務係(下水道)係長、環境衛生係 係長、 

環境衛生係 主事  

 

４．民間活力の活用等 

民間活用の状況 

ア 民間委託 

   （包括的民間委託を含む） 

施設管理維持 

有限会社 八百津衛生 

イ 指定管理者制度 なし 

ウ ＰＰＰ・ＰＦＩ 検討中 

資産活用の状況 

ア エネルギー利用 

  （下水熱・下水汚泥・発電等） 
なし 

イ 土地・施設等利用 

  （未利用土地・施設の活用等） 
なし 
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５．経営比較分析表を活用した現状分析 

平成 26年度から、総務省の要請により経営比較分析表を作成しています。本町で

も経営比較分析表を作成し、地方公営企業の経営状況について経年比較や類似団体

比較を行うことで、経営戦略策定の基礎としています（別紙 1 参照）。 

経費回収率、汚水処理原価、水洗化率を見ると、本町の収支状態は全国類似団体と

比較しおおむね良好な状態です。一方で、経常収支比率は全国類似団体と比較しわず

かに下回る状態です。今後は水洗化人口の減少等も見込まれ、厳しくなることも懸念

されます。 

また、企業債残高対事業規模比率は令和 4 年度実績で 786.5%と、令和元年度の

1,197.3%と比較して、改善しています。要因としては、近年においては大きな借入

をしておらず、借入よりも多く償還を行っているためです。 

 

【近隣の類似団体との比較】 

岐阜県内の近隣団体（川辺町・坂祝町）について、令和 4 年度決算値をもとに重

要な指標を比較した結果は以下のとおりです。 

 

経常収支比率（単位：％ ） 

 

経営の健全性を表す経常収支比率（経常収益÷経常費用×100）は、100%を上

回っています。今後も健全な経営を続けていくためには、100%以上の水準を維持

することが望まれます。 
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企業債残高対事業規模比率（単位：％ ） 

 

企業債残高の規模を表す企業債残高対事業規模比率（（企業債現在高合計-一般会

計負担額）÷（営業収益-受託工事収益-雨水処理負担金）×100）は、明確な数値基

準がないため、経年比較や類似団体との比較により継続的にモニタリングしていく

必要がありますが、川辺町に比べ低くなっています。一方で、坂祝町より高くなって

おり、使用料の見直しや投資計画の検討を行っていくことが望まれます。 

 

経費回収率（単位：％ ） 

 

使用料収入で回収すべき経費を、どの程度使用料収入で賄えているかを表した経
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費回収率（下水道使用料収入÷汚水処理費（公費負担分を除く）×100）は、100%

を下回っていることから、経費を使用料収入で賄えていないことが分かります。定期

的にモニタリングをすることで、経費回収率 100%を達成できるよう、今後、費用

削減や使用料の見直しを検討します。 

 

汚水処理原価（単位：円/㎥ ） 

 

有収水量１㎥ あたりの汚水処理に要した費用表した汚水処理原価（汚水処理費

（公費負担分を除く）÷年間有収水量）は、明確な数値基準がないため、経年比較や

類似団体との比較により継続的にモニタリングしていく必要がありますが、川辺町

に比べ低くなっています。一方で坂祝町より高くなっており、必要に応じて、投資の

効率化や維持管理費の削減、接続率の向上による有収水量を増加させる取組の検討

を行っていくことが望まれます。 
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水洗化率（単位：％ ） 

 

現在処理区域内人口のうち、実際に水洗便所を設置して汚水処理している人口の

割合を表した水洗化率（現在水洗便所設置済人口÷現在処理区域内人口×100）は、

100%を下回っております。公共用水域の水質保全や、使用料収入の増加の観点か

ら水洗化率を 100%に近づけることができるかが課題となります。 

  



 

10 

有形固定資産減価償却率（単位：％ ） 

 

管路等の有形固定資産の老朽化の度合いを表す有形固定資産減価償却率(有形固定

資産の減価償却累計額÷有形固定資産のうち償却対象資産の帳簿原価×100)は、類

似団体と比較しても高い水準ではなく、比較的新しい施設・設備が多い状況と考えら

れます。今後も極端な変動が無いように計画的な更新投資を行い、この比率を適正な

水準に抑えていくことが必要です。 
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第３章 八百津町公共下水道事業の将来の事業環境 

１．水洗化人口の予測 

水洗化人口の推移（単位：人 ） 

 

全国的に人口減少が課題となっており、本町においても将来にわたって行政区域

内人口が減少することが見込まれています。水洗化人口の推計にあたっては行政区

域内人口に公共下水道の普及率と水洗化率を考慮して試算することが必要ですが、

本町においては、すでに公共下水道の整備は完了しており、普及率の増加は見込めま

せん。また、第２章５「経営比較分析表を活用した現状分析」のとおり、水洗化率も

既に類似団体よりも高く、令和 5 年度現在 89.6% であることから人口減少の影響

の方が大きく、令和３年度以降現在まで減少傾向にあり、令和 6 年度以降も減少し

ていく見通しです。前回改定時の経営戦略では、令和５年度時点で 6,943 人を見込

んでいましたが、実績は 6,979 人でした。人口減少の一方で、普及率の直近 5 年平

均は前回経営戦略策定時より改善し、その結果、水洗化人口は前回策定時より改善し

ています。 

（推計の前提） 

・水洗化人口＝行政区域内人口×普及率×水洗化率で予測 

行政区域内人口＝社会保障・人口問題研究所の数値をもとに推計 

普及率＝直近実績 

水洗化率＝過去の増加率を踏まえ、個別に推計 
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２．有収水量の予測 

有収水量の推移（単位：千㎥ ） 

 

水洗化人口の減少により、有収水量も減少する見通しです。令和 7 年度は７２万

１,０００㎥ の見込みですが、計画期間最終年度の令和 16年度には６７万８,０００

㎥ となる見込みです。 

 

（推計の前提） 

・生活用と業務用に分割して予測 

・生活用有収水量＝水洗化人口×１人あたり年間使用水量 

１人あたり年間使用水量＝直近の値が継続すると仮定 

・業務用有収水量＝直近の値が継続すると仮定 
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３．使用料収入の見通し 

使用料収入の見通し（単位：百万円 ） 

 

１「水洗化人口の予測」、２「有収水量の予測」のとおり、水洗化人口、有収水量

がともに減少していく見通しであることから、計画期間における使用料収入も減少

傾向にあります。令和 7 年度は１億１,３００万円の見込みですが、計画期間最終年

度の令和 16年度には１億６００万円となる見込みです。 

 

（推計の前提） 

・生活用と業務用に分割して予測 

・生活用使用料収入＝水洗化人口×１人あたり年間使用料 

  １人あたり年間使用料＝直近の値が継続すると仮定 

・業務用使用料収入＝直近の値が継続すると仮定 
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４．施設の見通し 

平成 9 年 4月に供用開始しました。耐用年数の長い管渠については、当面更新投

資の必要に迫られることはないと考えています。しかし、マンホールポンプ等の機械

設備の耐用年数は短く、集中的に施設整備を行ってきたことから更新時期も集中す

ることが予測されるため、順次計画的に更新してまいります。また、更新等に備えて

資金確保に努めます。 

 

５．組織の見通し 

令和元年度に、公共下水道事業と農業集落排水事業に地方公営企業法を適用しま

した。これに伴い、既に法適化している水道事業と組織上も一体的に運営しています。

現在の組織体制は当法適用を考慮し、料金関係・経理の業務を行う業務係と上水道・

下水道の工事関連の業務を行う工務係に区分しています。 

 

６．八百津町公共下水道事業における基本方針 

水洗化人口の減少により使用料収入が減少する見通しの中で、将来にわたって安

定した汚水処理を行い衛生的な環境を維持するため、持続可能な経営に努めます。 
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第４章 投資試算及び財政試算 

１．計画期間の収支見通し 

第３章の見通しを踏まえた今後の収支予測は以下の通りです。将来推計にあたっ

ての前提は以下の仮定をおいて推計しています。 

 

収益的収支 

収支項目 推計の主な前提 

収

入 

使用料収入 第３章で推計した使用料収入を使用 

他会計繰入金 基準内：令和６年度における繰出基準に基づき推計 

基準外：当該年度の予定収益に基づき算定 

長期前受金戻入 過去の投資状況及び今後の計画内容を踏まえ、個別に推計 

その他 直近 5年平均値（令和 2年度～令和 6 年度） 

支

出 

職員給与費 直近 5年平均値（令和 2年度～令和 6 年度） 

修繕費 施設管理計画に基づいて推計 

維持管理負担金 有収水量あたり維持管理負担金の直近 5年平均値に、各年度

の有収水量推計値を乗じて算出 

減価償却費 過去の投資状況及び今後の計画内容を踏まえ、個別に推計 

支払利息 企業債の元利償還見込みに基づき個別に推計 

その他 直近 5年平均値（令和 2年度～令和 6 年度） 

 

資本的収支 

収支項目 推計の主な前提 

収

入 

企業債 投資計画に基づいた起債予定額にて推計 

他会計負担金及

び他会計出資金 

基準内：令和６年度における繰出基準に基づき推計 

基準外：補てん財源を充当してもなお資本的支出が発生する場

合に、過年度実績を踏まえ個別に推計 

国（県）補助金 補助事業の実施予定がないため、発生しないものと仮定 

その他 直近 5年平均値（令和 2年度～令和 6 年度） 

支

出 

建設改良費 投資計画に基づき個別に推計 

企業債償還金 企業債の元利償還見込みに基づき個別に推計 
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（１）今後 10 年間の収益的収支 

収益的収支の推計（単位：百万円 ） 

 

 

使用料収入の減少により、収益的収入は減少していきます。使用料の減少は人口減

少のためであり、下水道事業としてはやむを得ない部分があります。 

また、使用料収入以外に一般会計繰入金の影響も大きく受けています。 
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（２）今後 10 年間の資本的収支 

資本的収支の推計（単位：百万円 ） 

 

 

資本的支出が資本的収入を大きく上回っており、この差額を収益的収入と収益的

支出の差額で賄っています。企業債の償還が進み、償還額が小さくなる見通しのため、

令和 13年度以降は、資本的収入が資本的支出を上回る見通しです。 

令和 13 年度までの資本的支出の内訳は、建設改良費よりも企業債償還金が大き

くなっています。整備・拡張を終え、維持・管理の時期に入った本町公共下水道事業

にとって、過去の投資に対する企業債償還の負担が大きいことが大きな影響力を持

っていることが分かります。企業債に関する推移は次の図のとおりです。 
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今後 10 年間の企業債の推移（単位：百万円 ） 

 

 

これまで発行してきた企業債の償還のため、償還額は毎年約２億円発生しており

ます。しかしながら、今後の起債は公営企業法適用事業と木曽川右岸流域下水道事業

の負担金のためのものに限られるため、企業債残高は減少していき、令和３年度の１

５億２００万円が、令和 16 年度には１億１,３００万円に減少する見込みです。 
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（３）今後 10 年間の資金発生見込額 

資金発生見込額の推計（単位：百万円 ） 

 

 

地方公営企業法適用後は、収益的収支と資本的収支に分けて財政状況を把握する

必要がありますが、資本的収支は、投資等の支出とそれに対する補助金や企業債等の

財源が計上されることから、通常は、支出超過になります。そのため、収益的収支で

発生した余剰資金を資本的収支不足額に充てることになり、これを補てん財源と言

います。補てん財源が足りないということは、資金が不足することを示しますが、本

町公共下水道事業においては、今後企業債の償還額が減少する見通しであることか

ら、資本的収支不足額は減少する見込みです。  

なお、補てん財源の残高が増えることは、資金的余裕が生まれていることですが、

将来の更新投資のために計画的に財源を確保する必要があります。 

また、本町では、令和元年度から地方公営企業法を適用し、公共下水道事業と農業

集落排水事業を下水道事業会計として一体運営を行っています。そのため、資金不足

が生じた場合は、相互に補完し効率的に運用するよう努めます。 
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２．投資・財政計画 

推計をもとに投資・財政計画を作成すると別紙 2となります。 

計画期間においては収支均衡が達成される見込みと予測していますが、使用料収

入の減少が見込まれており、徐々に経営は厳しくなってくると想定されます。また、

予想以上に水洗化人口の減少が進むなどした場合には、収支均衡が達成できなくな

ることも懸念されます。 

そこで、今後も安定的な経営を継続するため、以下の目標を設定しました。 

 

３．投資計画の目標 

投資計画の目標 
水洗化率 90％の達成 

目標年限：令和 16 年度 

【目標設定の考え方】 

本町公共下水道事業は、整備・拡張を終え、維持・管理の時期に入りました。この

ため、本経営戦略の計画期間内には大規模な投資は予定していません。したがって、

計画期間内は、これまでの投資の費用を回収し、次の更新投資の時期に備えるため、

現在公共下水道が普及している地域の方に下水道へ接続していただくことを目標と

します。当初の経営戦略での目標は、水洗化率 90％の達成であり、令和 5年度現在

では 89.6%であり順調に推移しています。引き続き取り組みを進め、計画期間内に

水洗化率を 90%にすることを目指します。 

 

【実績値の推移】 

 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

水洗化率 86.9% 87.9％ 88.4％ 89.5％ 89.6% 
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４．財政計画の目標 

財政計画の目標 

経費回収率 100%の達成 

目標年限：令和 16 年度 

（中間目標：令和 10 年度に経費回収率 70％の維持） 

【目標設定の考え方】 

第３章３「使用料収入の見通し」の通り、使用料収入が減少傾向にある中で、汚水

処理を安定的に行い、第４章２「投資・財政計画」のとおりの更新投資を行いつつ健

全な経営を行うことができるよう、財政計画においては上記の目標を立てました。 

独立採算を原則とする公営企業において、経費は本来使用料で賄う必要があり、経

費回収率 100％を達成することが望ましいです。本町公共下水道事業の経費回収率

は、令和 5 年度実績で 109.3％ と 100％を上回っていますが、今後は使用料収入

の減少により経費回収率は悪化する見通しです。そのため、次回の経営戦略見直し時

の令和 10 年度において、経費回収率 70％を維持することを目標とし、使用料改定

の必要性について再度検討します。そのうえで、計画期間最終年度の令和 16 年度に

おいて経費回収率 100％を達成することを目標とします。 

 

【実績値の推移】 

 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

経費回収率 100.0% 100.0％ 97.8％ 99.2% 109.3% 
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（参考）経費回収率の推計（単位：％ ） 

第４章２「投資・財政計画」に基づく経費回収率は以下のとおりです。 
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第５章 目標達成と収支ギャップ解消に向けた取組み 

１．投資に関する施策 

水洗化率 90%を達成するためには、設備の維持や機能向上が欠かせません。しか

し、マンホールポンプ等の機械設備は、耐用年数の到来によって随所に老朽化が見ら

れ、更新工事が必要な状況です。令和 3 年度に大型ポンプ(１,９００万円 )の更新を

行いました。重要な大型ポンプであり、計画的に更新するよう努めていきます。 

また、管渠については、耐用年数が長いため計画期間内の更新工事は予定していま

せん。 

 

建設改良費の推移（単位：百万円 ） 

 

 

なお、施設自体の機能が維持されても、町民の方が下水道への接続をしなければそ

の機能は発揮されず、また使用料収入の増加にもつながりません。このため、広報誌

による啓発活動や未接続世帯に向けたパンフレットの交付を行い、水洗化率の向上

を図っていきます。 
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２．財源水準の見直し 

現状の財源構成を踏まえ、第 4 章１（1）のとおり、経営戦略の最終年度までにお

いて、当年度純損益が赤字になることはありません。したがって、今回の経営戦略改

定に当たっては、当初見込んでいた使用料改定は反映しないこととします。 

ただし、第 4 章１（１）にあるように、計画期間の最終年度である令和 16 年度

の当年度純利益は薄利の状況であり、今後の推計が下振れした時を踏まえ、使用料の

改定について然るべきタイミングで検討を進めていき、次回の経営戦略の見直し時

に反映することとします。 

 

３．今後への取組 

これまでに検討した施策や目標については、別紙２に示す投資・財政計画に反映さ

れています。 

しかし、令和 16 年度末では、当年度純利益が薄利になることから、使用料改定に

ついては引き続き検討を進めていきます。 

また、広域化に関する取組については、総務省等から各都道府県に対して、令和 4

年度までに広域化・共同化計画の策定が求められた事を受け、策定された岐阜県の計

画に基づき、本町においても県と連携を図りながら検討を進めてまいります。 
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【経費回収率の向上に向けたロードマップ】 

国土交通省から発出された「社会資本整備総合交付金等の交付にあたっての要件

等の運用について」（令和 6 年 4 月 1 日 国水下事第 51 号）」に基づき、経費回

収率向上に向けたロードマップを示します。 

 

 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 

経営指標の 

検証 
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

経営戦略の 

見直し 

    
 

   
 

 

使用料改定の 

検討 

      
 

   

水洗化率 

（目標） 
90％ 

経費回収率 

（目標） 
   

70 

％ 
     

100 

％ 

 

第６章 モニタリング体制  

本町公共下水道事業は令和元年度から地方公営企業法を適用しています。この経

営戦略は、地方公営企業法適用後の決算内容を鑑みて策定しています。今後は、実績

を蓄積し、概ね 4 年ごとに、計画の見直しを行います。 

また、今後の社会経済環境等を踏まえ、毎年の決算公表後、経営戦略の収支計画と

の乖離状況及び第４章３、４に記載した目標値の達成状況の確認を毎年度実施しま

す。 

 

以上 

 

  
次期計画策定 中間見直し 

使用料改定の検討 









供用開始年月日 平 成 9 年 4 月 1 日

処理区域内人口 7,790　人

計算期間 自 令和 8年度 至 令和 12年度

（　5　年間）

　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

使用料対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

千円 千円 千円 千円

118,948 110,972 110,972

500 0 0

1,181 1,239 1,239

120,629 112,211 0 112,211

　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

使用料対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

千円 千円 千円 千円

0 0 0 0

諸 手 当 0 0 0 0

福 利 費 0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

20,350 25,822 0 25,822

3,858 8,173 0 8,173

24,208 33,995 0 33,995

給 料 0 0 0 0

諸 手 当 0 0 0 0

福 利 費 0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

給 料 0 0 0 0

諸 手 当 0 0 0 0

福 利 費 0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

給 料 4,608 4,464 0 4,464

諸 手 当 0 0 0 0

福 利 費 0 0 0 0

50,776 49,663 0 49,663

2,610 3,312 0 3,312

5,779 12,243 0 12,243

63,773 69,682 0 69,682

23,464 7,136 2,597 4,539

197,222 195,402 152,877 42,525

25 0 0 0

220,711 202,538 155,474 47,064

308,692 306,215 155,474 150,741

150,741

(X)／(（Y）＋（Z）)＊１００＝ 74%

＜使用料水準についての説明＞

使 用 料 (X)

原価計算表

収　入　の　部

項 目
金　　　　　　　　額

受 託 工 事 収 益

そ の 他

合 計

支　　出　　の　　部

項 目
金　　　　　　　　額

管
渠
費

人
件
費

給 料

修 繕 費

材 料 費

路 面 復 旧 費

委 託 料

そ の 他

小 計

ポ
ン
プ
場
費

人
件
費

動 力 費

修 繕 費

材 料 費

薬 品 費

委 託 料

そ の 他

小 計

処
理
場
費

人
件
費

動 力 費

修 繕 費

材 料 費

薬 品 費

委 託 料

そ の 他

小 計

小 計

一
般
管
理
費

人
件
費

流 域 下 水 道 管 理 運 営 費 負 担 金

委 託 料

そ の 他

小 計

資
本
費

支 払 利 息

減 価 償 却 費

企 業 債 取 扱 諸 費

合 計 (Y)

資 産 維 持 費 （ Z ）

使 用 料 対 象 経 費 （ Y ） ＋ （ Z ）

令和4年1月25日付総務省通知『「経営戦略」の推進について』の「経営戦略のひな型様式」に追加された原価計算表を用いて、投資・財政計画をもとに、使用料水準の算定を行いまし
た。資産維持費加味前において、対象経費に対する使用料収入の割合が100%に満たないため、資産維持費はゼロとし試算しました。
上記の結果、対象経費に対する使用料収入割合は約74%となり、使用料収入が不足している状況です。使用料については、今後の収支バランスに注視しながら使用料改定の必要性を
検討していきます。

１　投資・財政計画計上額（Ａ）欄は、直近の料金算定期間内における平均値を記載すること。
２　起債償還額が減価償却額を超えるときは、当分の間、その差額を一般管理費のその他の欄に記載して差し支えないこと。
３　資産維持費は、将来の更新需要が新設当時と比較し、施工環境の悪化、高機能化（耐震化等）等により増大することが見込まれる場合に、使用者負担の期間的公平等を確保する
観点から、実体資本を維持し、サービスを継続していくために必要な費用（増大分に係るもの）を、適正かつ効率的、効果的な中長期の改築（更新）計画に基づいて算定し、計上するも
の。そのため、資産維持費（Ｚ）欄は、「下水道使用料算定の基本的考え方（2016年度版）」（公益社団法人日本下水道協会）を参考に、所有している資産の規模、経営環境等の実情に
応じ、料金算定に適切に反映すべき費用を記載すること。

yufuruta
タイプライター
別紙２-３


